
補助事業計画書の別紙５　　※　試作品等の開発に係る直接人件費を計上する場合、記載してください。
直接人件費支出対象者一覧表
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　事業者名：
	職　種
	氏　名
	部　署
	役　職
	採用年月日

	（例）機械設計
	金型　二郎
	
	主任
	昭和50年7月7日

	（例）プログラマー
	鋳造　三郎
	
	
	昭和51年3月26日

	（例）溶接加工
	溶接　四郎
	
	
	昭和54年1月1日

	（例）鋳造加工
	鋳造　太一
	
	
	平成元年4月1日

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	


【時間単価算出方法計算式】
	氏　名
	Ａ
	Ｂ
	Ｃ
	（Ａ＋Ｂ）÷Ｃ

	
	年間
総支給額
	年間法定
福利費
（事業者負担分）
	年間理論
総労働時間
	人件費
時間単価

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	


（注１）Ａ及びＢ欄の額は、Ｐ105参考様式３【人件費】賃金台帳より転記して下さい。
（注２）年間法定福利費につきましてはＰ95の（注７）を参照して下さい。
（注３）人件費時間単価は、１円未満を切り捨ててください。
（注４）設備投資に係る人件費は、補助対象となりません。
＊人件費総額を計算される場合は、Ｐ153長野県様式の「直接人件費算出表」をお使い下さい。
＊下表に年間理論総労働時間の算出根拠を記入して下さい。
　（例）７時間３０分（１日の所定労働時間）×２４８日（◇年間の所定労働日数）＝１，８６０時間
◇年間の所定労働日数は、時間単価算出のための人件費対象者賃金台帳〈参考様式３〉(Ｐ105)に記載した期間の給料の締め日に合わせて算出して下さい。
（例）賃金台帳の期間が２０１４．４月～２０１５．３月で給料の締め日が毎月２０日の場合
年間所定労働日数は、２０１４．３．２１～２０１５．３．２０の総日数から、この期間における会社が定める休日を除いた日数となる。　［３６５日（総日数）－１１７日（休日）＝２４８日］
	給与締め日　　
	毎月　○○ 日締め　　当月（翌月）　○○日支払

	年間労働日数
	○○○日　　　（期間：H○○.○○.○○～H○○.○○.○○）

	1日の所定労働時間
	○.○○時間

	年間所定労働時間
	○○○時間　　（年間労働日数）ｘ（1日の所定労働時間）



